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塩尻市の IT化施策と交通分野での活用　～市内に広くセンサーネットワークを構築した背景と今後の展開～
塩尻市協働企画部情報推進課  専門幹　金子春雄

○塩尻市の情報政策と今後の展開
　人口6万7千人で人口減少傾向にある塩尻市は、財政効
率が悪い反面、文化や歴史などの人を惹きつける魅力と、
中小企業と同じように、機敏な行動力を持っている。
　これまで、情報通信においては、オープンソースによ
る市営プロバイダの開設、ドメインネーム、IPアドレ
ス取得事業、市内外の光情報通信基盤の構築、センサー
情報をデマンドで収集できる特定小電力無線アドホック
ネットワーク網などを投資的に進めながら、信州大学と
の包括連携協定を締結し、行政課題の解決にICT技術を
積極的に取り入れ、事業を実施してきた。
　現在まで、インターネットを始めとする基本的な通信
の確保と同時に、市内に存在する様々なセンサー情報の
安価な取得が可能となり、継続して情報を収集蓄積して
きている。
　これらの情報通信基盤は、いづれもサービス端末を買
い上げることによる経費的な支出でなく、あくまでも後
に融通の利く投資的な支出を行うことで、情報通信基盤
のレイヤーの上に各種アプリケーションが稼動できる環
境を戦略的に創り出してきた。
　センサーネットワーク用として、市内の居住地域の大
半を通信圏域とする、特定小電力無線アドホックネット
ワーク網として、ソーラーパネル充電式で電源と経路制
御が自立型の情報を中継する機器が640台稼動している。
　これまでは、通信基盤の構築やサービスに多額の経費
が必要だったが、現在では携帯電話網の月額定額課金によ
り、安価に代替が可能な通信手段やサービスが存在するこ
とで、サービス開始のハードルが低くなってきている。
　社会の情報通信環境は、進展が速く追随が困難で、こ
れまでPCの世界であった情報が、スマートフォンの普
及により、場所を選ばず住民の手元に存在することで、
より住民に身近なものとなった。
　これからは、情報通信基盤の投資的な資産と収集した
情報を、様々なアプリケーションの開発とサービス利用
で減価償却を行い、付加価値を見出しながら、投資対効
果を表面に表してゆく努力が必要になってきている。具
体的には、オープンデータとビッグデータのデータサイ
エンスによる価値創造である。

○市内循環バスアプリ
　各種センサー情報のひとつであるバスロケーションセ
ンサー情報は、都市部では10分待てばすぐ来るバスも、
地方では 1 時間待たなければならないことも少なくな
く、市内で運行している循環バスの現在位置を表示する

○データサイエンスによる価値創造
　センサー情報の収集頻度は、移動するデマンドデータ
として30秒のものや、一定位置に据付られ数時間のも
のがある。このような情報の時間や空間情報を、一元的
に大規模に統計分析が可能なデータベースで扱うこと
で、思いもよらない知見を得ることができる。例とし
て、普段のバス路線の空間情報と実際のバスの運行情報
を比べることで、経路を外れて運行している場合は、外
れた地点で何らかの交通の障害があることが容易に予想
ができる。
　また、民間ではカーナビシステムから、ブレーキをか
ける時の位置情報を集めて、誰からみても危険な道路状
況の情報がピンポイントでわかるものや、作物の生育情
報、肥料の散布、天候、温度、湿度、作物市況を記録蓄
積利用することで、病気や害虫の発生予測や最適な作物
生育、出荷時期などがガイドできるなど、今後継続した
利益創出ができるモデルだと思っている。
　それらを含め既に公共が持つあらゆるデータを可視化
し、住民に相互理解を深めることで、市民と協働して街
づくりを進めることが今後さらに重要になってきている。
　地方の時代と言われて久しいなか、地方自治体が自立
を目指し、自治体経営を成功させるには、中央依存から
脱した財源の確保と時代に即した戦略的な考え方で導き
出された「ひと・もの・金」の配分が必要で、これは、と
りもなおさず地域の活性化と相乗関係にあり、失敗ので
きない戦略計画として考え、実行しなければなりません。
　今後、このようなモデルが機能することで、地方の自
治と地域の活性化を引き出すトリガーとなるよう、これ
からも努力したいと考えている。

位置表示システムと同様に、地方では必要な情報やアプ
リである。
　現在、市内では7台の市内循環バスにGPS機能を持っ
たアクティブタグが取り付けられ運行を行っている。

市内循環バスアプリ

　ITS Japanは、2013年度から新たな活動として、『ITSチャ
レンジ』をスタートした。その取組みの主旨、活動、今後の
進め方について報告する。

3. ITSチャレンジの活動

　本章1項「はじめに」に述べたように、ICT技術の急速
な発展を背景に、ベンチャー企業等の小規模の事業者層の
活躍の場が広がっている。これまでのITSは大企業中心で
進展してきたが、今後のITS普及、特に地域での展開を考
えた場合、小回りが利き、柔軟な発想を持つこのような事
業者層にITS活用の一翼を担ってもらうことが有効と思わ
れる。またこれらの事業者の発想や取組みを既存事業者が
知ることや交流を持つことは、ITSの領域を拡げることに
寄与する。
　そこで、ITS領域での新たな事業者層の立ち上がりを促
進するインキュベーション視点で、ITSに関心を持つベン
チャー企業や、会員企業内の有志個人に参加を呼びかけ、
ITSアプリやソリューションの創造をテーマとした、本活
動をスタートした。
　具体的には、まず年に数回のワークショップ等を開催し、
参加者には以下の機会を得る場として役立ててもらう。
・ITS業界の知見
・会員企業、地域のITS推進団体、自治体、アカデミアと

のつながり
・アプリケーションやソリューション開発のための上記つ

ながりを通じての情報やデータの入手

　この取組みでは、これまでITS Japanとの接点が薄い、
アプリを開発するコミュニティやベンチャー企業の参加を

　社会環境変化のひとつの視点として、日本政府の成長戦
略に、オープンデータ・ビッグデータの積極的な活用によ
る経済の活性化、新産業創出が謳われている。
　一部の自治体では、海外のオープンデータ活用事例を参
考に、オープンデータの推進・利活用に対して積極的な取
組みを始めている。これらの自治体が進めるオープンデー
タの具体的な利活用に向けて、アイデアソンやハッカソン
が開催され、多くのベンチャー企業やコミュニティが参加
し、行政支援や市民生活に役立つアプリケーションを開
発、提供する動きが始まっている。

図表2−2　ITSチャレンジ活動のねらい

図表2−3　ITSチャレンジ説明会 アイデア例（1）

図表2−4　ITSチャレンジ説明会 アイデア例（2）

期待して、2013年7月にITSチャレンジ立ち上げ説明会を
設定し、日本アンドロイドの会などを通じて、ITSチャレ
ンジ参加者を一般募集した。
　説明会には、企業、コミュニティ、自治体など13団体、
20名の方々が参加され、ITS Japanの取組み、ITSの概
要、ITSチャレンジの趣旨を説明し、近い将来に向けたわ
くわくするチャレンジアイデアを参加者とディスカッショ
ンした。
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3）オープンデータ活用による地域の活性化
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